
生産統計を用いた建設資材の物質ストック・フローの推計	 

	 

名古屋大学工学部	 学生会員	 ○藤田恭介	 

名古屋大学大学院	 学生会員	 松井健吾，	 正会員	 奥岡桂次郎，谷川寛樹	 

	 

1． はじめに 

	 循環型社会の形成に向けて，天然資源の消費，最

終処分の抑制及び環境負荷の低減が求められてお

り，資源の投入，排出に伴う物質フローを把握する

必要がある．2010 年における国内資源投入量 5.82

億トン 1)の 85％を砕石，砂利，石灰石による建設資

材である土石系資源が占めており，2013年における

産業廃棄物業種別排出量 3.84 億トンの 21％が建設

業 2)である．物質フローに占める建設資材の割合は

高く，ストックを経由して排出されるため，建設資

材はリサイクル率が高く，投入に与える影響も大き

い．物質ストックの把握により，今後更新を迎える

社会基盤施設・建築物から排出される建設副産物に

ついて考慮することが可能となるため，ストックに

対応した物質フローが重要となる．	 	 	 	 	 	  

	 建設資材の物質ストック・フローに関する既往研

究として，環境省やクリーンジャパンセンターは投

入量と排出量の総量を集計しているが，その差分を

蓄積純増として算出しているに過ぎない．Hashimoto  

et  alら（2007）3)は産業連関表を用いた推計により

投入量，蓄積量を推計しているが，排出量において

確率密度関数を用いた廃棄率によって推計してお

り，仮定に依存しているため現実との乖離が考えら

れる．醍醐ら（2007）4)は鋼材の国内投入量を整備

し，排出量を製品寿命の仮定により，動的に分析す

ることで鋼材の蓄積量を算出しているが，仮定に依

存しており，鋼材に限った推計である． 

	 現実に対応した物質ストック・フローを把握する

ためには，統計による実際の投入，蓄積，排出量を

推計する必要がある．本研究では主要な建設資材で

あるセメント，砂利，砕石による土石系資源，鋼材，

木材について生産統計を用いた共通した方法によ

り，物質フローとストックを対応させた投入，蓄積，

排出量の推計を行った． 

	 

	 

2．推計方法 

2．1	 投入及び排出量の推計 

	 投入量は生産量から歩留まりや製造くずを考慮

して算出する．排出量は解体によるストックからの

排出量に加えて，生産や新築・増改築，修繕の着工

に伴う排出量を考慮して算出する．	 

	 セメントは需要部門販売高，砂利と砕石は砂利採

取業務状況報告書，砕石統計年報を用いて生産量と

する．セメント，砂利，砕石によるコンクリート生

産量と戻りコンクリートを考慮し，セメント，砂利，

砕石の投入量を算出する．排出量は建設副産物実態

調査 5)のコンクリート塊，アスファルト・コンクリ

ート塊の解体，新築・増改築，修繕に伴う排出量に

加えて，戻りコンクリートの排出量とする．	 

	 鋼材は鉄鋼統計要覧 6)による普通鋼材生産量を使

用し，生産に伴う加工スクラップと在庫を考慮して

鋼材投入量とする．排出量は加工スクラップと解体

による老廃スクラップとする．	 

	 木材は木材需給報告書 7)による製材用材，合板用

材と建設発生木材のリサイクルによるパーティク

ルボードを生産量とし，製造くずと在庫から投入量

を算出し，排出量は製造くずに加えて新築・増改築，

修繕及び解体に伴う排出量とする．	 

	 

2．2	 蓄積純増及びストックの算定 

	 蓄積純増は投入量，解体によるストックからの排

出量の差により算定する．物質ストックは各年毎の

蓄積純増を累計することで算出した（式 1）．右辺第

一項は初期ストック，右辺第二項は蓄積純増の累計

を示す．	 

     (式 1) 

S(𝜏):𝜏期末におけるストック， S(t0-1):初期ストック	  
Fin:当期中の投入量， Fout: 当期中の廃棄量 
	 

	 

S(τ ) = S(t0 −1)+ Fin (t)−Fout (t){ }
t=t0

τ

∑
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3．結果と考察	 

	 生産統計を用いて 1990〜2015 年の建設資材の投

入，蓄積,	 排出量を推計した．結果の一例として図

-1 に 2012 年の建設資材の物質ストック・フロー図

を示す．2012年における投入量は 3.54億トン，	 解

体によるストックからの排出量は 5900 万トン,	 生

産や新築・増改築,	 修繕に伴う排出量は 1300 万ト

ンであった．図-2に建設資材の投入量の推移,	 図-3

に排出量の推移を示す．投入量が減少傾向であるの

は，公共事業の減少による土石系資源の投入量の減

少が考えられる．排出量は投入量に比べて一定であ

ったが，今後更新を迎える社会基盤施設・建築物が

増えるため排出量は増加すると考えられ，投入，蓄

積，排出に占める割合の高い土石系資源の物質スト

ック・フローの把握が重要である．	 

	 リサイクルに関して,	 排出から最終処分,	 減量

化を除いた量と,	 投入に関わるリサイクル量に差

が生じた．再資源化施設で発生する再生コンクリー

ト砂や微粒分の影響,	 建設発生木材の 8％がパーテ

ィクルボードにリサイクルされており,	 ほとんど

が他産業でリサイクルされていると考えられる．ま

た投入に関わるリサイクル量の 99％は再生砕石、ア

スファルト合材であったが，今後道路需要減少によ

るリサイクル率の低下が懸念される．	 

	 

4．おわりに 

	 本研究では，生産統計を用いて物質フローとスト

ックを対応させた建設資材の投入，蓄積，排出量を

推計し，建設資材の物質ストック・フローが明らか

になった．今後は将来排出される建設副産物を考慮

するために，蓄積されている建設資材の質を把握す

ることが課題として挙げられる．	 
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図-3	 建設資材の排出量 

図-2	 	 建設資材の投入量	 

図-1	 建設資材の物質ストック・フロー図 
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